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1．はじめに

　日本の社会事業が形成されていく過程におい

て、救済事業調査会での調査項目を検討すること

は、当時の救済に関わる事業の内容や範囲の把

握、その後の社会事業の方向性を理解する上で重

要な意味を持っている1）。本研究は、この救済事

業調査会に関わる研究である。

　その目的は、救済事業がこの時代にはどのよう

に理解されていたのかを検討し分析することで、

従来の社会事業史上における救済事業調査会の調

査項目に関わる評価について再検討を行うもので

ある2）。

　方法としては、救済事業調査会が設置された

1918（大正7）年前後のいくつかの雑誌にみられ

る論考を検討し、救済事業が当時どのように理解

されていたのか、救済事業という言葉でどのよう

な事業をその範囲と捉えていたのかを社会政策と

の関係から分析する。分析の手順としては、第1

に、救済事業調査会設立時における救済事業調査

会に対する批判的見解の整理、第2に、救済事業

調査会のメンバーの救済事業の捉え方の整理、第

3に、中央慈善協会発行の『慈善』、『社会と救

済』の中から救済事業調査会設立以前の救済事業

の捉え方について言及している論考の検討を行

う。

　分析に入る前にまず、先行研究にみる救済事業

調査会の調査項目についての評価を整理し、その

評価の根拠を明確にする。救済事業調査会で出さ

れた調査項目について、社会事業史での評価は次

のように整理できる3）。

　（1）生活問題の分野や公衆衛生の分野等、広範

　　囲の分野を射程に入れている4）。

　（2）社会政策の問題、労働問題、労働行政に関

　　わる問題を調査対象としている5）。

　（3）従来の感化における自治振興策と新たに都

　　市労働者問題について対処している6）。

　今回は（2）に注目する。なぜなら、救済事業の範

囲について当時の人々がどのように理解していた

のかを社会政策といわれる範囲の事業との関係か

ら明らかにすることが本稿の目的であり、この評

価は救済事業調査会の調査項目の範囲について社

会政策との関係から述べているからである。社会

政策の問題を救済事業調査会で対象としていると

いうことは、いいかえると社会政策や労働行政に

かかわる問題は社会事業にかかわる問題とは異な

る問題であり、社会政策や労働行政で対処すべき

であるのに、これらの問題までも救済事業調査会

で対処しているということを意味している。この

ことから、救済事業調査会で扱う範囲の事業、つ

まり社会事業は社会政策の代替をしているという

ことになる。救済事業調査会は社会事業の新しい

枠組みを打ち出す一方で、社会事業に社会政策の

代替をさせる機能を持たせようとしていたという
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ことになる。

　次に、その評価の根拠についてみてみよう。社

会事業による社会政策の代替という見解は、労働

保護や小農保護は本来社会政策の領域であり、社

会事業ではないという考えに基づいている。これ

は現在の社会政策の一般的な見方である社会政策

＝労働政策という視点から考えると妥当である。

また、このような見解は以下のような当時の批判

によっても補強される。

　それは、救済事業調査会の名称についての批判

である7）。救済事業という名称は、この調査会に

おいて適切ではないという意見である。それは、

「救貧事業を連想させる救済事業の名の下に之と

全然主義方針を異にすべき防貧事業たる社会政策

を含ませることは頗る不穏当であらうと思ふ」と

述べられているように、救済事業とついた名称は

調査会の対象とした内容からみて適切ではないと

判断されている（森戸1918：136）。加えて、救済

という言葉を使うことによってその対象者に対し

て「侮蔑的名称」をもつことになるという（高野

1918：153）8）。このようなことから名称は「社会

問題調査会」、あるいは救済事業というところを

「社会問題又ハ社会政策」にするべきであったと

述べられている（櫛田1918：276）（神戸1918：

261）9）。救済事業という言葉を使用した調査会の

名称に対する批判は、救済事業の意味する内容や

その目的と、調査会の目的や対象とする内容との

間に齪齪があることを意味する。

　このように救済事業調査会に関する救済事業と

いう範疇に社会政策を含んでいる、あるいは救済

事業と社会政策とを同義語に扱っているという当

時の見解は、先述した現在の研究者たちの救済事

業調査会に関する見解と同じものである。この点

から見ると、社会事業による社会政策の代替説は

当時の見解を踏まえたものであり、適切なもので

あるといえる。

ll．当時の救済事業の範囲の捉え方

　社会政策の代替という見解は、社会政策と救済

事業あるいは社会事業の捉え方が明確でなければ

いうことができない。そのため、ここでは救済事

業の定義について検討しよう。具体的には先にみ

た神戸正雄、櫛田民蔵、森戸辰男、高野岩三郎の

認識している救済事業についてみていく。これら

4人については先行研究の中で触れられている

が、ここでは救済事業という言葉の範囲に対する

認識を中心に検討する。

　1．救済事業調査会設立時における救済事業調

　　査会に対する批判的見解の整理

　まず、神戸の「救済事業ノ調査二就キテ」

　（1918）を検討する’°）。神戸は救済事業調査会の

調査項目は救済事業ではなく社会問題か社会政策

にあてはまると論じていたことは前述した。神戸

は明確に救済事業についての定義を述べてはいな

いが、調査項目の中の窮民救済事業を「最狭キ意

義ノ救済事業デアル」と述べていることから、窮

民救済事業は救済事業の範囲と考えているといえ

るだろう（神戸1918：265）。

　次に、櫛田民蔵の「救済調査会二就テ」

（1918）を見てみよう。ここには3つの問題点が

挙げられているが、ここでは救済事業の定義に関

わってくる救済事業という名称の使用についてみ

てみる。櫛田は救済とは「恩恵的意味」を持った

もので、労働問題を含めるものではないとする

（櫛田1918：275－276）。そして救済問題と労働

問題を対比させて区分している。救済問題とはそ

の原因の如何を問わず、一定数の生活を維持でき

ない人口が存在するという問題であり、「常二社

会又ハ個人ノ道義同情ノ問題」である（櫛田

1918：276）。一方、労働問題とは労働者が労力を

売る側として常に社会上不利益な地位に置かれる

という問題であり、「権利義務ノ問題」である

（櫛田1918：276）。もちろん労働問題は貧困問題

を伴うこともあるがそれは本質ではなく第二次的

な結果であるとしている。そして、救済事業調査

会の調査項目の小売市場問題や小資金融問題、小

農保護問題が救済事業問題に包含されていること

を「少ナクトモ吾人ノ常識二反スル」と批判して

いることから、これらの項目については救済事業

の範囲ではないと考えていることがわかる（櫛田

1918：276）。そして救済事業調査会の調査項目は

救済問題にとどまらず社会問題と称すべきだと述

べる。

　次に森戸辰男の「救済事業調査会ノ設置ト我ガ

社会政策」を見てみよう。森戸は調査会設立の際
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の水野内務大臣の挨拶から、政府の方針は「社会

政策以外の救済事業に適用せさるべきものであつ

て、社会政策の方針に就いては、政府は進歩主義

に立たずして依然従来の保守主義を朴守しつつあ

るのではないか」と述べる（森戸1918：136）11｝。

その理由のひとつとして政府が社会政策を救済事

業と呼んでいる点がある12）。ここから森戸の救済

事業観を見ることが出来る。森戸は救済事業とい

う名称を使用することに対して「所謂救済事業の

中には、感化救皿の事業と精確なる意味の社会政

策、他の語を以て言へば救貧と防貧が含まれて居

るのである。自分は直ちに救貧事業を連想させる

救済事業の名の下に之と全然主義方針を異にすべ

き防貧事業たる社会政策を含ませることは頗る不

穏当であらうと思ふ」と述べ批判している（森戸

1918：136）。ここからわかることは、次のような

ことである。救済事業とは感化救’IMの事業と社会

政策の2つの事業が含まれているものであり、前

者は救貧、後者は防貧的な機能を持つものであ

る。しかし救済事業は救貧事業を連想させること

から、防貧的機能を持つ社会政策を救済事業の中

に含ませることには反対である。救済事業は救貧

事業、防貧事業は社会政策と分けるべきで、社会

政策と救済事業とを同義語のように扱ってはなら

ない、ということである。

　最後に高野岩三郎の「救済事業調査会の重要任

務」を見てみよう。高野は森戸、神戸、櫛田の論

文を読んだあとにこの論文を書いており、三氏と

同意見であるが補足しながら意見を述べてい

る13）。三氏と異なる点の中で救済事業の内容に関

わっているところは調査会の名称に関することで

ある。救済事業という名称をこの調査会に使用す

ることについて調査会では、「極貧者以外又幼者

少年以外自立独行を求むべき人々に関する問題」

を取り扱っているために不適当としている（高野

1918：153）。救済事業の名称の不適当ということ

については他の三氏と同様であるが、救済事業を

対象者から検討して救済という言葉を不適当とし

ている点は異なっており、このことから救済事業

を少なくとも極貧者、幼者、少年が対象になると

高野が考えていたことがわかる。さらに、「調査

会に於ける調査の結果将来に於て行はるべき諸般

の社会的施設の中心は今の所之を内務省に置くの

が便利であらうと思ふ」と述べるが、日本の経済

的社会的発展と世界の風潮を顧みると、内務省の

中に一局を設けるのではなく一省として労働省ま

たは社会省を設けることが急務でありそこに救済

事業調査会をおくことが適当であるとし、それは

欧米に比べ少なくとも二三十年遅れている社会事

業の進展を計るために必要なこととされる（高野

1918：154）。高野はここに社会事業の進展という

言葉を使用しているが、この社会事業の意味する

ところは内務省救護課で執り行っている「狭義の

救済事務」ではなく、調査会の調査項目に挙げら

れた範囲のものであるという（高野1918：154）。

それは、救済事業調査会は対象者をみると救済事

業問題ではなく社会問題を扱っており、その社会

問題に関する調査とその結果による社会的施設は

将来的には新たに一省を設け、そこで社会問題に

関する調査を行っていくことが社会事業の進展を

計ることになると述べているからである。

　以上、救済事業調査会について言及している四

氏の救済事業の捉え方について検討した。ここで

整理しておこう。救済事業調査会の設立そのもの

には四氏ともに評価をしているものの、救済事業

調査会という名称の問題については四氏ともに批

判している。神戸、櫛田は取り扱う調査項目から

判断して社会問題調査会とすべきだとし、森戸は

社会問題研究会とは述べていないが社会政策とす

べきであるのに救済事業という名称を使用してい

ると批判している。高野はやはり社会問題研究会

とすべきであると考えているがそれは取り扱う問

題が極貧者幼者少年以外の人の問題であるという

理由からである。

　また、救済事業とそうでないものの違いについ

て四氏それぞれが意見を述べている。神戸は窮民

救済事業を最窮迫の状態にある者、生活状態改良

事業を広く中下層民として対象者で区分してい

る。櫛田は恩恵的であるか、恩恵的でないかとい

うことで救済事業と労働問題対策とを区分してい

る。森戸は救済事業には防貧と救貧を含まれてい

るとしながらも救済事業は救貧である感化救皿の

事業を連想させ、防貧事業である社会政策とは別

物であるとしている。高野は救済とは極貧者、幼

者、少年に対する問題を取り扱う場合に使用する

もので、それら以外の独立独行を求むべき人々に
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対する問題とは別であるとしている。

　四氏の意見は救済事業調査会への批判的な論調

として捉えられるが、それぞれの意見を対比させ

ると異なっている部分もあることがわかる。ここ

では特に救済事業をどのように捉えているのかに

注目する。救済事業調査会の救済事業という言葉

はこの会には適切でないという批判があった。こ

のような批判は本来の救済事業とは違う意味を含

んだものが救済事業調査会が調査項目としてとり

あげたものの中にあるということを意味する。

　彼らは本来の救済事業をどのように捉えていた

のか。四氏の意見からまとめると、救済事業とは

社会問題や社会政策とは異なり、本来は最窮迫の

状態にある者、つまり極貧者、幼者、少年に対す

る恩恵的な救貧事業であるといえる。このような

救済事業に対する考えが基底にあり、救済事業調

査会の活動が救済事業に限定していないことから

この会の名称を批判していた。四氏は、自分たち

の考える救済事業の範囲と実際の救済事業調査会

の調査項目との間にズレがあることを感じたので

ある。では、救済事業調査会の活動はどのように

捉えるべきなのか。四氏は社会問題、あるいは社

会政策という言葉を使っていた。これは救済事業

と対比させると、広く中下層の者、つまり極貧

者、幼者、少年以外の者を対象とした労働問題、

社会問題への恩恵的な意味のない防貧事業という

ことになる。調査会の調査項目には窮民救済事業

があり、神戸が解説していたように皿救規則、罹

災救助基金法、軍事救護法が含まれている。この

窮民救済事業が先に定義した救済事業にあてはま

り、それ以外の生活状態改良事業や児童保護事業

や労働保護事業等といったものは社会問題対策、

あるいは社会政策と考えられていたということが

できる。

　ここでは救済事業調査会設立直後の救済事業調

査会に関する批判的見解を検討した14）。この時代

の社会事業が社会政策の代替をしていたという既

存の研究の根拠となっていた救済事業調査会の調

査項目の範囲は、神戸、櫛田、森戸、高野らに

よって救済事業調査会設立時から上記で見たよう

な批判がなされていた。先行研究における社会政

策代替説は神戸らの批判と同様に、救済事業調査

会における救済事業の範囲に社会政策が含まれて

いるというものであった。

　2．　救済事業調査会のメンバーの救済事業の捉

　　え方の整理

　社会政策学者たちは、救済事業という言葉で表

される事業内容と調査項目の不一致を述べていた

が、このような見方は一般的だったのだろうか。

救済事業調査会の委員は救済事業という言葉をど

のように理解していたのか。救済事業調査会の委

員たちの見解を検討してみよう’5）。

　まずは救済事業調査会の設置に伴う水野内務大

臣の挨拶から救済事業の意義をみてみよう。「行

政上ノ事項ノミナラス汎ク実生活ノ各部面二及ヒ

或ハ資本ト労働トノ調節ヲ完ウシ或ハ職業ト生計

トノ釣衡ヲ得シメ風紀ヲ保チ衛生ヲ奨メ都市農村

ノ調和ヲ図リ救貧防貧ノ施設ヲ整備シ教育宗教ノ

啓発利導ヲ大用スルカ如キ凡ソ是等ノ点二関シ」

今回の調査会において検討することと述べている

（水野1918：9－10）。この調査会は内務省に設

置された内務大臣の監督に属するものであり、水

野内務大臣が述べたこれらのことを調査審議する

ことがこの調査会の設立の目的とされ、このよう

な範囲がこの調査会で調査審議する範囲と考えら

れた。資本と労働との調節や職業と生計との均衡

等を含めた範囲を救済事業調査会の調査項目とす

るという捉え方を神戸、櫛田、森戸、高野は批判

したのであった。

　ここではひとまず救済事業調査会における救済

事業の範囲について水野と同様の捉え方をしてい

るメンバーを見てみよう。そのひとりである丸山

は救済事業を広範囲のものと捉えている。救済事

業とは一般的には鯨寡孤独を憐れみ、不具廃疾者

を助けることと考えられているが、「内務省に於

て救済事業と称することは、斯る狭き範囲に限る

のではない。所謂社会政策として議論せらる・仕

事の大部分若くは全部は、此救済事業の範囲に入

るのである」と述べており、救済事業の範囲に社

会政策が含まれる現状を否定していない（丸山

1919：13）o

　小河は現代的救貧事業には救貧と防貧との二種

があり、その防貧の範疇に入る事業について具体

的に実費診療、貧児保育、職業紹介、人事相談、

住宅改良、家政の知識の普及、その他労働保護に

一40一



野口友紀子　　救済事業の二面性一救済事業調査会に対する評価から一 331

関する大部分の施設、各種の保険、少年や婦人の

保護、貯金、金融、必需品の供給等をあげている

（小河1916：17）。小河は社会政策との関係で救

済事業を述べていないが、救貧と防貧の両方を現

代的救貧事業として考えており、救貧事業は救貧

的機能のみをもつものから、現代という時代に合

わせて変化し防貧的機能をも併せ持つものとなっ

たと捉えている。水野、丸山は、労働に関する問

題をも救済事業調査会の対象とする点、小河は防

貧に含まれる範囲の事業を対象とすることから、

社会政策学者とは異なる捉え方としている。

　3．救済事業調査会設立以前の救済事業の捉え

　　方の整理

　前節での水野、丸山、小河による防貧を含む範

囲のものを救済事業と捉えるという見方は特殊な

もので他には見られないものなのか。救済事業調

査会は1918年（大正7年）に設置されているの

で、それ以前の時期の救済事業に関する捉え方を

検討してみる。救済事業調査会設立の時期は、感

化救済事業の時代から社会事業の時代への移行期

である。そのため調査会設置以前をみることで、

感化救済事業という言葉に込められた救済事業の

範囲との関わりの中で救済事業調査会の救済事業

の範囲を検討できるためである。

　「慈善若くは救済といふ言葉の中には救貧とい

ふことも含まれるし防貧といふことも含まれる

し、或は又た犯罪の予防救治といふことも含まれ

るのであつた」と救済の中に救貧防貧の両方が含

まれていると述べている（田中1910：41）。ここ

では慈善と救済を同等のものと捉えており16）、そ

れは救貧と防貧と犯罪予防という3つの要素を含

んだものとして捉えられていることがわかる。救

済事業に救貧だけでなく防貧も含まれるという捉

え方は他にもある。大内は「…此救済事業と云ふ

ことに近頃防貧と云ふ言葉が現はれて来たのであ

ります」と、救済事業の中に新たな要素である防

貧がこの時期に加わったことを述べている（大内

1911：51）。海外においては新しく出現した防貧

事業が今日の救済事業の主流となっているとし、

救済事業は「古来より経営し来れる幾多救済事業

の外、進んで貧困を未前に防止せんとする、所謂

防貧事業の日に益々隆盛に赴きつつある」と述べ

ている（一木1910：49）。また、澁澤は救済事業

を「唯だ窮民を救助すると云ふのみでなく、貧窮

を防ぐと云ふ広い意味を以て」いると捉え、窮民

の救助だけでなく貧窮の防止という意味も含まれ

ているとしていた（澁澤1910：31）。

　渡辺は1917（大正6）年の現今の救済事業の状

勢を「…其の施設の多くは消極的救貧事業に属す

るものにして、積極的のものすなわち貧窮の予防

事業に至りては比較的僅少なりとす」と述べ、救

済事業として救貧事業と予防事業の2つをあげて

いる（渡辺1917：4）。生江は感化救済事業講習

会の開会の辞において、救済事業を防貧と救貧の

2つに大別している。そしてその中身を具体的な

事業をあげて説明している。生江は「而して各種

の事業を此の区別によりて分類するは容易ならざ

るも職業紹介宿泊保護小資融通、細民住宅改良等

の事業又は昼間幼児保育貧児教育の如きは防貧事

業に属し、老衰廃疾不具又は虚弱者等にして自活

し能はざるが如き窮民を救助するを救貧事業と称

す。而して育児事業救療事業の如きは一面防貧と

なり他面救貧となるものと謂ふを得べし」と述べ

ているのである（生江1916：94）。このことか

ら、救済事業は職業紹介、宿泊保護、小資融通、

細民住宅改良、幼児保育、貧児教育といった防貧

事業と老衰廃疾不具の者、虚弱者等への対応であ

る救貧事業とを含んだものとして捉えられている

ことがわかる。

　これらのことからわかることは、当時は救済事

業を少なくとも救貧的な機能と防貧的な機能の両

方を併せ持ったものとして理解していた人々がい

たということである。それは、救済事業を従来か

らの機能である救貧に、新たに防貧機能を加えた

事業として救貧のみの機能だけでなく広範囲の意

味を持つようになったという理解なのである。

　整理すると以下のようになる。救済事業調査会

設立以前から感化救済という概念の中で救済事業

は理解されており、その範囲は救貧と防貧の両方

を含むものであった。これらの捉え方は、救済事

業調査会での調査項目の範囲と救済事業という言

葉の範囲とが適切でないと批判していた人々が捉

えていた救済事業の意味とは異なっていることが

わかる。田中、澁澤、渡辺、生江といった人々の

救済事業の捉え方は、丸山や小河の見解と救済事
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業を防貧を含めて広範囲のものとして捉える考え

方という点で共通するところがあり、特殊な理解

の仕方ではなかった。水野内務大臣の挨拶を含め

た上記のような救済事業の捉え方は、神戸や高野

たちの述べていた救済事業に防貧を含めない見解

とは異なっていることがわかる。

皿．結　論

　救済事業という言葉を批判した人びとの中の大

半は、救済事業は老衰廃疾等のために貧困な人へ

の恩恵的意味の強い皿救規則をはじめとする一連

の救貧事業と捉えていた。一方で、救済事業を救

貧だけでなく防貧的な機能を含めて捉えている

人々もいた。当時の救済事業に対する認識は、皿

救規則や罹災救助といった救貧的な機能をもつも

のと、救貧と防貧の両方を併せ持っているという

ものの2つに分けられるのである。救済事業は固

定的に捉えられていたのではなく、救済事業に対

する2つの異なる認識が当時存在していたという

ことができる。

　救済事業調査会の調査項目に社会政策で捉える

べき問題が入っているために、社会事業が社会政

策を代替しているという説明の仕方は、救済事業

を防貧を含めない事業と理解する限りにおいて正

しい。というのも、救貧的な機能の中に、小売市

場の設置や住宅改良、失業保護の施設といった救

貧とはべつのものを入れ込んでいるという考え

は、救貧とは別の機能を持つ事業であるにもかか

わらず救貧的な機能である救済事業の範囲に入れ

てしまっている。つまり本来は救貧とは別のもの

として行うべきであるのに救済事業によって代替

されているということになるだろう。それは「救

済事業＝救貧的機能を持つ事業」という図式がな

りたつ限りにおいて有効となる。

　一方で、救済事業に救貧的機能だけでなく防貧

的機能をも含めて考える見方もこの時代には存在

していた。この場合「救済事業＝救貧的機能を持

つ事業＋防貧的機能を持つ事業」と書くことがで

きる。このような視点に立った場合、救済事業が

社会政策の代替をしているとは言えない。救済事

業に含まれる防貧的機能を持つ事業に小売市場の

設置や住宅改良、失業保護の施設等を当てはめる

ことができるからである。小売市場の設置や住宅

改良、失業保護の施設等を防貧的機能を持つ事業

と捉えると、これらは救済事業の一機能をもつ事

業として理解できる。つまり、代替ではなくもと

もと防貧事業であり救済事業の一領域であると言

えるのである。

　このような相違が生じるのは、立場が異なる見

解の理論上の相違、すなわち調査会の調査項目に

あげられた小売市場の設置や住宅改良、失業保護

の施設といったものを救済事業の中の一領域と捉

えるのか、救済事業とは異なる社会政策の領域と

捉えるのかという視点の相違があるからである。

これには、防貧的な機能の位置づけの問題があげ

られる。救済事業には防貧的な機能があると捉え

る立場と、防貧的な機能を持つものは社会政策と

して捉える立場があり、このような防貧の位置づ

けの相違によって、防貧的な事業の把握の仕方に

相違が生じたのである。

　救済事業には防貧の位置づけをめぐる2通りの

見方があるため、救済事業調査会の調査項目が救

済事業の範囲外のもの（＝社会政策）までもこの

調査会で取り扱っているとは必ずしもいえないこ

とがわかる。この時代には救済事業を救貧的機能

を持つ事業と見る見方と救貧的機能に加えて防貧

的機能も持つ事業と見る見方の2つが同時に存在

しており、そのどちらの立場にたつかによって調

査項目の内容が社会政策の代替なのか救済事業そ

のものであるのかが異なるのである。ここでは、

どちらかの立場に立つのではなく、先行研究でい

われていた救済事業調査会における社会政策代替

説はひとつの見方に過ぎないということを明らか

にすることを主眼としており、当時の視点に立て

ば救済事業は確定したものではなく多様な受け止

められ方をしていたことが明らかになった。

　先行研究では、調査会の調査項目は「労働保

護」や「小農保護」といった社会政策の問題まで

幅広く含んでおり、社会政策の欠如のため救済事

業がその代わりを果たすことになったと指摘され

てきた。それは、当時の社会政策学者たちの見解

と同じである。今回は、立場の異なる集団の中で

は意見の相違があるということを前提に、社会政

策学者とそれ以外の立場の救済事業に関する見解

について、社会政策の代替という既存の研究を手

がかりに救済事業の定義を検討してきた。
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　社会政策学者たちと内務官僚たちとの間には救

済事業に対する合意がなかった。このことから、

救済事業の範囲と社会政策の範囲について当時統

一的な見解がなく、そのため両者の明確な区分は

なかったのである。救済事業としての防貧事業と

防貧的機能を持つ社会政策との間の当時の人々の

統一した認識はなかったと考えられる’7）。

】V．おわりに

　社会事業が社会政策の代替をしていたというこ

とがひとつの見方に過ぎないことを指摘し、広範

囲を救済事業と捉えていたという別の視点を明ら

かにしたことからみえたことは、社会事業形成過

程の分析に対する枠組みのひとつを提示できたと

いう点である。社会事業の形成過程において、内

務官僚は感化救済事業の救済概念をひきずってい

ることに対して、当時の他の立場の人々の間から

批判が出てきた。この批判は、官僚たちの救済概

念に影響を与えて変化し、やがて人々の間での社

会事業に対しての理解が統一していくことで社会

事業として成立すると考えられるのではないだろ

うか。このような視点に立てば、当時のさまざま

な立場の人々の間の対立や承認の変遷史という枠

組みで社会事業の形成過程を明らかにすることが

できるだろう。今後の社会福祉史の可能性のひと

つとして検討していきたい。

　本研究では明らかにしたい点を救済事業に焦点

を当てたため、いくつかの積み残しがある。今回

は社会政策学者以外の社会政策に関する見解つい

ては論じることができなかった。今後研究を進め

ていく上で社会政策を捉える視点を分析し、救済

事業の範囲がどのように変化したことで、防貧事

業と社会政策に対する認識が固定し、両者の目的

・対象が明確にされていったのかという過程を検

討することが必要である。また、紙幅の関係上記

述できなかったが、もう少しタイムスパンを広げ

ることも必要である。なぜなら、内務官僚が救済

事業をなぜ広範囲で捉えていたのかということに

ついて社会事業形成以前の感化救済事業との関係

から明確にでき、加えて救済事業調査会はその後

社会事業調査会と名称変更をすることから、救済

事業と社会事業の異同や社会事業調査会における

社会事業の範囲についても検討できるからであ

る。

　注

1）救済事業調査会での審議によって、「新しい社会事

　業の枠組みがあきらかになっていった」（池田1986：

　503）といわれており、救済事業調査会に関して検討

　することは当時の社会事業と捉えられていたものを

　明らかにする上で重要であるといえる。

2）救済事業調査会について直接論じているものに石

　井（1995）によるものがある。石井は救済事業調査

　会を内務省の新局設置構想の一環として位置づけて

　おり、救済事業という用語は内務省が当時社会行政

　一般を指す語として使用していたものであり、その

　対象範囲に社会事業の独自性はなかったと評してい

　る。社会政策学者の意見以外のものも史料として

　扱っている点では石井の論考と同じであるが、本稿

　では多様な立場の多様な見解の対立と合意の過程が

　社会事業を確定するという視点をとり、救済事業と

　いう言葉を立場の違いによって各々がどのように理

　解し、変遷していくのかということを社会事業形成

　の過程の中に位置づけている点が異なる。

3）調査項目については以下のものがある。1．生活状

　態改良事業（小売市場、住宅改良、小資金融、家庭

　職業、廉価宿泊及簡易食堂、其他）、2．貧民救済事業

　（救貧制度、罹災救助制度、其他）、3．児童保護事業

　（嬰児保育、貧児教育、児童虐待防止、少年労働制

　度、浮浪児、不良児ノ処置、少年犯罪防止、其他）、

4．救済的衛生事業（救療機関ノ普及、災害救護、精

　神病白痴低能ノ救済、肺結核ノ救済、其他）、5．教化

　事業（興業物改良、盲唖及低能教育、出獄人保護、

　矯風事業、細民部落ノ改善、其他）、6．労働保護事業

　（労働保険、工場労働ノ改善、補習教育及徒弟制

　度、婦人労働、労働組合及仲裁制度、純益分配制

　度、失業救済及職業紹介、移住民及出稼人ノ保護、

　其他）、7．小農保護事業（自作農ノ奨励保護、小作農

　ノ保護、農民家産制度、産業組合ノ普及改善、其

他）、8．救済事業ノ助成監督（救済事業ノ指導監督並

調査ノ機関、救済事業ノ奨励助成方法、救済事業ノ

連絡及取締、公共団体公益団体宗教団体等ノ活動、

其他

4）このような評価は、（池田1986：504）（池本1999：

177）（小川1960：178－179）の文献にみられる。

5）このような評価は（池田1986：504）（吉田1990：

26）（窪田1985：10）の文献にみられる。なお、池田

は第1と第2の2点をその評価としてあげている。

6）このような評価は（池本1999：63）の文献にみら
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　れる。なお、池本は第1と第3の2点をその評価と

　してあげている。

7）櫛田については小川（1960：178）が、神戸、櫛

　田、森戸、高野については石井（1995）が言及して

　いる。

8）　「侮蔑的名称」と同様の意味として神戸は「侮辱

　ジタル意味」と述べている（神戸1918：261）。

9）同様のものとして（高野1918：153）。

10）（神戸1918：259－271）

11）（森戸1918：136）

12）他の理由として、調査項目のうち最優先項目に社

　会政策の中心問題である職工組合の研究が入ってい

　ないという点、調査委員の選定に労働者代表が加

　わっていない点がある。

13）補足された点として調査報告の公表の必要性があ

　る。

14）ただし、ここでは批判的見解として四氏の見解を

　まとめたが、四氏にはそれぞれの思想的背景がある

　ため、全く同じ根拠からの批判ではない。

15）メンバーは次の通りである。会長は小橋一太、委

　員は安部浩、岡本英太郎、留岡幸助、四條隆英、小

　河滋次郎、大谷宝詔、和田豊治、神戸正雄、谷田三

　郎、高野岩三郎、川村竹治、窪田静太郎、桑田熊

　蔵、矢作栄蔵、山室軍平、赤司鷹一郎、天岡直嘉、

　三宅鉱一、潮恵之輔、添田敬一郎、田子一民、川村

　貞四郎。途中で異動があり、永田秀次郎、岡実は

　1918（大正7）年10月に、杉山四五郎は1919（大正

　8）年4月に、井上友一については1919（大正8）

　年6月に調査会の委員からはずれ、道家斎は1920

　（大正9）年6月に、幹事である丸山鶴吉は1919

　（大正8）年4月に異動。新たに委員として阿部

　浩、岡本英太郎（大正8年5月に異動）四條隆英、

　川村竹治、潮恵之輔が、幹事として田子一民が入っ

　ている。

16）床次も「感化救済事業当局者の心得」の中で救済

　事業を慈善事業と同義語として使っている（床次

　1911）。

17）もちろん大河内（1938）が述べたように当時の社

　会事業と社会政策は特殊な関係にあり、社会政策が

　欠如し、また当時の労働者の自主的な組織化が不十

　分であったために、社会政策は慈恵的な性格を持つ

　特殊な日本的形態として存在していたという評価も

　ある。しかし、救済事業調査会の委員個人の見解を

　社会事業について理解するための材料として扱った

　場合、社会事業と社会政策との防貧的機能の位置づ

　けを明らかにしたことで、当時の社会事業の方向性

が明確になっていった過程がみえてくるのではない

だろうか。今回の結果として、救済事業調査会のメ

ンバーのうち、内務官僚の中には「労働保護」や

「小農保護」を救済事業としての防貧事業に含めて

認識している人がいるという指摘をしたが、このよ

うな範囲を含めて救済事業の「防貧」として捉える

考えは、内務省の救済行政当局者たちが明治半ばか

ら「防貧」を救済の中に含めようと構想してきた流

れの分岐点であると考えられる。防貧の構想から実

施という展開については野口を参照のこと（2003：

14－23）。
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